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「インスペクションの概要と活用」 
 

国土交通省 住宅局住宅生産課 住宅瑕疵担保対策室長  神谷 将広 

 
ただ今ご紹介いただきました、私は国土交通省

住宅局住宅瑕疵担保対策室長の神谷と申します。

本日はお時間をいただきまして、どうもありがと

うございます。このコマでは、インスペクション

の概要と活用ということで、インスペクションを

中心に、周辺情報を織り交ぜながら、概要をご説

明しますので、よろしくお願い申し上げます。 

まず周辺の状況からご説明します。1枚目は既存

住宅流通量の推移ということで、これは不動産業

課のほうから説明があったと思いますので、詳細

は割愛しますが、諸外国に比べて、既存住宅流通

シェアは、日本は低いというものです。 

その次のページ、こちらは住宅の耐震化がどれ

ぐらい進んでいるかというのを表した円グラフで

ございます。平成 15年から徐々に耐震化率は伸び

てきていまして、25年で 82パーセント、大体耐震

性があるのではないかという数字が出ております。

こちら、政府の目標としましては、平成 37 年度、

2025 年に耐震性がない住宅というのを、おおむね

なくしていこうという目標を掲げて、今取り組ん

でいます。 

3ページをご覧いただければと思いますが、こち

らは空き家が増えているというものを表したグラ

フでございます。棒グラフを見ていただきますと、

右肩上がりで 2013年にかけて上がってきておりま

すが、この色で申し上げますと、ちょっとピンク

色の部分、青色の部分というのは、一般的な貸家

で、今人が入っていませんとか、問題のあまりな

い空き家だと、われわれは捉えておりまして、上

のピンク色の部分が、その他の空き家ということ

で、いわゆる一般の方がイメージされるような空

き家がこの項目に分類されるといった状況です。

こちらの伸び率が、普通の貸家の空室率と比べる

と、かなり上がってきているということで、この

辺をどうにか活用していかなければいけないとい

うのが、われわれの大きな課題になっています。 

駆け足で恐縮ですが、4ページ目、こちらはリフ

ォーム市場規模を統計上まとめたものです。左側

の青色とオレンジ色の棒グラフ、折れ線グラフの

数字を見ていただきますと、大体年間で 6.8 兆円

が日本のリフォームの市場の規模だというふうに、

数字を推計しております。イギリスとかフランス

とかドイツを見ていただきますと、軒並み半分を

超えて 5 割以上が、住宅投資の中で、リフォーム

が占める割合が半分を超えているという状況があ

る中で、日本は 26.7パーセント。こちらも既存住

宅流通と同じように、日本はなかなか伸びていな

いというような状況です。やはり新築に対する信

仰が強いといった面があるのかなと。構造の違い

もあると思いますが、諸外国に比べればまだまだ、

われわれとしては伸ばしていく余地があるのでは

ないかと思っています。 

インスペクションに関するアンケート調査を、5

ページ以降でまとめております。建物検査と左上

に書いておりますが、インスペクションだと捉え

ていただければと思います。調査の母数がそんな

に多くないので、信頼性がどこまであるかという

話はありますが、そもそもインスペクションを知

っていたかどうかということを、売却をしたこと

がある方、不動産を購入したことがある方、これ

から購入される予定の方にお聞きしております。 

知っていたという認知度を見てみますと、売却

をされたことがある方は、約半数近くの 45.6パー

セントが知っていたと。購入経験者とか、これか

ら購入する予定の人というのは、2、3 割程度が知

っていたという状況になっております。右側にな
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りますが、実際に利用したのはどれぐらいなのか

というのをパーセンテージで表しておりますが、

売却経験者は 1 割強、購入経験者については 5 パ

ーセント強ということで、1 割前後ということで、

あまり高くない数字になっておりますが、購入経

験者の方、赤枠で囲っておりますが、利用はして

いないのだけど必要性を感じていたという方で、

なんで利用しないのですかということを尋ねてみ

ると、7割の方が検査というものがあること自体を

知らなかったということですので、知ってさえい

れば活用されたという、伸びる余地というのはま

だあるのかなというふうに感じております。右下

になりますが、購入予定者の方に聞いてみますと、

検査を使いたいと、利用しようと思うという方が 6

割を超えておりますので、これからもっと普及に

つなげていけるのではないかと思っております。 

次の 6 ページです。実際に検査された方は、な

んで検査されたのですかというものをまとめたも

のです。左側の横の棒グラフを見ていただきます

と、上位三つ、安心して購入するためにやったと

いう方、あとは長く使い続けるために住まいの診

断をしようと思った方、あと購入するかどうかの

判断材料とするため、大きくこの三つが上位を占

めております。マンション、この母数も少ないの

であれですけども、3番目の、購入するかどうかの

判断材料とするために検査をしましたということ

が、一番多い回答になっています。 

右側の、実際に検査を行うタイミングはいつぐ

らいかというのを見てみますと、戸建ては契約前

にする場合と、契約後、入居前にする場合、大体

半分半分になっております。マンションは契約前

にやるパターンが多くて、先ほどのアンケート調

査で、購入するかどうかの判断材料にするという

観点から、大半の方が購入、契約前にしていると

いう結果が表れていいます。 

続きまして、7ページです。以上の、既存住宅流

通で、まだ流通量が増えていかない、リフォーム

市場もまだまだ伸びていない中で建物検査に関す

る認知度というのも、それなりにあるということ

を踏まえ、住生活基本計画の中で、具体的に施策

を幾つか掲げさせていただいております。具体的

には基本的な施策で書いておりますが、資産とし

ての価値を形成するための施策ということで、住

宅をある程度期間が過ぎても、資産としてきちん

と価値が評価されるということを実現するため、

インスペクション関係の施策を二つ、掲げていま

す。 

1点目がインスペクション、住宅瑕疵保険などを

活用して、住宅の品質を確保する取り組みを進め

ようと。2点目が、インスペクションを普及させる

ためもありますが、人材を育て、非破壊検査など

も活用して、検査の質の向上を図っていこうとい

う施策を掲げています。こういった施策を通じて、

既存住宅流通市場の規模を倍増、2025年に8兆円、

既存住宅流通量に占める既存住宅売買瑕疵保険の

割合も 2 割に伸ばそうという目標を掲げて、今施

策を進めています。 

続いて 8 ページ目、こちらも周辺の情報という

ことで、ご承知の方も多いと思いますが、住宅品

質確保促進法という法律が平成 12年に施行されて

います。この中で、②瑕疵担保責任の特例が、法

律上規定されております。こちらは住宅の基本的

な構造部分について、10 年間、瑕疵担保責任とい

うのを義務付けするものです。民法で、構造によ

っては 5 年間しか瑕疵担保責任がない、契約によ

って短くすることができるというのが、民法の規

定ですが、民法の特例として 10年間は短くできな

い、絶対に 10年間義務付けますということを位置

付けた法律です。 

9ページで、具体的にどの箇所に 10年間の瑕疵

担保責任を義務付けているのかということを示し

ています。構造耐力上主要な部分と、雨水の浸入

を防止する部分について 10年間、瑕疵担保責任を

負うという義務付けをしております。構造耐力上

主要な部分というのは、基礎ですとか、壁とか柱、

雨水の浸入を防止する部分は、屋根、外壁、窓、

開口部が該当するわけですが、こちらについて義

務付けている理由としては、住宅の基本的な部分

であるにもかかわらず、実際の消費者の方から見

れば、間取りや外観に比べれば関心が薄い、よっ

て手抜きがされやすいということがあります。さ

らに、実際に不具合があっても、短期間ではなか

なか明らかにならなかったり、明らかになっても

原因が特定できないという特徴がありますので、

あえて 10年間義務付けしているところです。 

一般的にインスペクションの対象箇所というの

は、この構造耐力上主要な部分と、雨水の浸入を

防止する部分、住宅の基礎となる部分がインスペ

クションの対象だと考えておりますので、ご紹介

をさせていただきました。 
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りますが、実際に利用したのはどれぐらいなのか

というのをパーセンテージで表しておりますが、

売却経験者は 1 割強、購入経験者については 5 パ

ーセント強ということで、1 割前後ということで、

あまり高くない数字になっておりますが、購入経

験者の方、赤枠で囲っておりますが、利用はして

いないのだけど必要性を感じていたという方で、

なんで利用しないのですかということを尋ねてみ

ると、7割の方が検査というものがあること自体を

知らなかったということですので、知ってさえい

れば活用されたという、伸びる余地というのはま

だあるのかなというふうに感じております。右下

になりますが、購入予定者の方に聞いてみますと、

検査を使いたいと、利用しようと思うという方が 6

割を超えておりますので、これからもっと普及に

つなげていけるのではないかと思っております。 

次の 6 ページです。実際に検査された方は、な

んで検査されたのですかというものをまとめたも

のです。左側の横の棒グラフを見ていただきます

と、上位三つ、安心して購入するためにやったと

いう方、あとは長く使い続けるために住まいの診

断をしようと思った方、あと購入するかどうかの

判断材料とするため、大きくこの三つが上位を占

めております。マンション、この母数も少ないの

であれですけども、3番目の、購入するかどうかの

判断材料とするために検査をしましたということ

が、一番多い回答になっています。 

右側の、実際に検査を行うタイミングはいつぐ

らいかというのを見てみますと、戸建ては契約前

にする場合と、契約後、入居前にする場合、大体

半分半分になっております。マンションは契約前

にやるパターンが多くて、先ほどのアンケート調

査で、購入するかどうかの判断材料にするという

観点から、大半の方が購入、契約前にしていると

いう結果が表れていいます。 

続きまして、7ページです。以上の、既存住宅流

通で、まだ流通量が増えていかない、リフォーム

市場もまだまだ伸びていない中で建物検査に関す

る認知度というのも、それなりにあるということ

を踏まえ、住生活基本計画の中で、具体的に施策

を幾つか掲げさせていただいております。具体的

には基本的な施策で書いておりますが、資産とし

ての価値を形成するための施策ということで、住

宅をある程度期間が過ぎても、資産としてきちん

と価値が評価されるということを実現するため、

インスペクション関係の施策を二つ、掲げていま

す。 

1点目がインスペクション、住宅瑕疵保険などを

活用して、住宅の品質を確保する取り組みを進め

ようと。2点目が、インスペクションを普及させる

ためもありますが、人材を育て、非破壊検査など

も活用して、検査の質の向上を図っていこうとい

う施策を掲げています。こういった施策を通じて、

既存住宅流通市場の規模を倍増、2025年に8兆円、

既存住宅流通量に占める既存住宅売買瑕疵保険の

割合も 2 割に伸ばそうという目標を掲げて、今施

策を進めています。 

続いて 8 ページ目、こちらも周辺の情報という

ことで、ご承知の方も多いと思いますが、住宅品

質確保促進法という法律が平成 12年に施行されて

います。この中で、②瑕疵担保責任の特例が、法

律上規定されております。こちらは住宅の基本的

な構造部分について、10 年間、瑕疵担保責任とい

うのを義務付けするものです。民法で、構造によ

っては 5 年間しか瑕疵担保責任がない、契約によ

って短くすることができるというのが、民法の規

定ですが、民法の特例として 10年間は短くできな

い、絶対に 10年間義務付けますということを位置

付けた法律です。 

9ページで、具体的にどの箇所に 10年間の瑕疵

担保責任を義務付けているのかということを示し

ています。構造耐力上主要な部分と、雨水の浸入

を防止する部分について 10年間、瑕疵担保責任を

負うという義務付けをしております。構造耐力上

主要な部分というのは、基礎ですとか、壁とか柱、

雨水の浸入を防止する部分は、屋根、外壁、窓、

開口部が該当するわけですが、こちらについて義

務付けている理由としては、住宅の基本的な部分

であるにもかかわらず、実際の消費者の方から見

れば、間取りや外観に比べれば関心が薄い、よっ

て手抜きがされやすいということがあります。さ

らに、実際に不具合があっても、短期間ではなか

なか明らかにならなかったり、明らかになっても

原因が特定できないという特徴がありますので、

あえて 10年間義務付けしているところです。 

一般的にインスペクションの対象箇所というの

は、この構造耐力上主要な部分と、雨水の浸入を

防止する部分、住宅の基礎となる部分がインスペ

クションの対象だと考えておりますので、ご紹介

をさせていただきました。 

 

続きまして、そもそもインスペクションとはど

ういうものかイメージをつかんでいただくために、

10 ページ以降で実際の概要をまとめています。イ

ンスペクションにつきましては、専門的な知見を

有する方が、建物の基礎、外壁などの部位ごとに

生じている、ひび割れですとか雨漏りなどの劣化

事象、不具合事象を、その状況を目で見たり、機

器を用いて計測したりして調査するものと位置付

けております。 

対象の部位は、住宅の基礎となる部分、構造耐

力上主要な部分と、雨水の浸入を防止する部分が

対象に、主になると考えております。インスペク

ションが実際に活用される場合、売買契約される

ときが主だというイメージを持っていただければ

と思います。 

留意事項と掲げていますが、インスペクション

をしたことによって、瑕疵があるかどうかという

ものを判定する、いわば強権的な行為ではなく、

あくまで状況を確認するという事実行為だという

ことに、ご注意をいただければと思います。です

から、検査の結果不具合がなくても、瑕疵がない

ということを保証するものではないと。さらに、

調査時点から期間が経過した後、また不具合事象

が発生することもあり得ますが、その検査の後に

不具合がないということをずっと保証するもので

もありませんし、法令の適合を確認するものでも

ない、あくまで事実の確認の調査であるというこ

とにご留意をいただければと思います。 

11 ページで、実際の事業者で、インスペクショ

ンに取り組まれている例を掲げさせていただいて

おります。戸建てや共同、構造によってばらつき

がありますが、料金でいうと標準的には 4 万円か

ら 5、6万円の間、実際に検査に要する時間が 2、3

時間程度、というのが一般的です。実際に検査に

当たる方は、建築士の資格を持たれた方というの

が多いと状況です。 

売買時点で建物の現況を調査するというのが、

基礎的なインスペクションになるわけですが、そ

の他に、実際にリフォームをしようとする場合に、

リフォームする必要があるかどうか具体的な判断

をするために調査をする場合や実際に断熱性能を

高めようと思って省エネリフォームをしたときに、

省エネの性能がきちんとあるかといった検査をす

るインスペクションも実際行われています。 

12 ページは、建物状況調査の具体的なイメージ

です。こちらは基礎、床下や屋根裏を、目視で検

査するイメージです。 

13 ページから、実際にどういう機器を用いてイ

ンスペクションを行っているか、例をご紹介しま

す。左上はクラックスケールという透明の定規状

のものを用いてひび割れの幅を図るということで、

さまざまな太さの線がクラックスケールには書い

てあって、その線の太さとひびの幅を合わせるこ

とによって、ひび割れの実際の幅が分かる、そう

いう計測をするための機器です。右側が、ピアノ

線を用いてひび割れの深さを図るもので、左下は

基礎配筋の調査とありますが、鉄筋探査機を用い

て、配筋の状況がどうなっているかというものを

見るものです。右下がリバウンドハンマーとあり

ますが、コンクリートに打撃を与えて、その反発

の強さを用いて、実際にどれぐらいの強度がある

かを推定するための機械です。 

14 ページをご覧いただきますと、左側が水平器

という機器で、柱や床の傾きを計測する機器です。

右上がレーザーレベルとありますが、レーザー光

線を使って床の傾きを計測する機器、右下が打診

棒とありますが、タイルの表面を転がして、音の

違いでタイルが浮いているかどうか分かるという

調査です。こういった目視なり機器を用いた調査

で、実際に不具合があるかどうかを調べるわけで

すが、不具合の例としまして、屋根裏、小屋組が

雨漏りしている跡がありますとか、外壁にひびが

入っているとか、基礎の立ち上がり部分に割れが

生じているとか、不具合事象があるかを調査する

のが、インスペクションになります。 

以上、インスペクションのイメージをつかんで

いただくために、ご説明をさせていただきました。

以降で、国土交通省として、インスペクションに

関してどういった取り組みをしてきたのかを簡単

にまとめています。 

16 ページで、これまでの取り組みを時系列で並

べています。平成 21 年の 10 月に、住宅瑕疵担保

履行法が国としてインスペクション的なものに、

法制上位置付けた初めての制度であると考えてい

ます。新築の住宅を供給する場合に、事業者に対

して資力確保を義務付けるもので、資力確保の手

段の一つとして、住宅瑕疵担保責任保険への加入

を選択できる制度を用意しており、新築住宅の保

険に加入する場合は現場検査、いわゆるインスペ

クションを義務付ける制度になっています。 
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新築住宅が対象になりますが、平成 21 年の 12

月と翌年の 3 月、既存住宅売買瑕疵保険の認可を

国土交通大臣がしています。こちらは保険法人が

提供します、任意で加入ができる瑕疵保険ですが、

既存住宅を売買する際に、売買の後に実際に瑕疵

が見つかった場合に、修補費用を保険で払うとい

うものです。加入に当たって保険法人や検査事業

者が、構造・防水に関する検査を実施するという

スキームになっており、こちらもインスペクショ

ンが前提になった制度です。こういった保険を中

心に、インスペクションの制度ができてきたわけ

ですが、平成 25 年 6 月に国土交通省としまして、

インスペクションのガイドラインを定めたところ

です。 

28年 3月には、先ほどご説明した住生活基本計

画の中で、インスペクションを受けて保険に入っ

た既存住宅の割合を 20パーセントに伸ばすという

目標を掲げたところです。 

28年 6月に宅建業法が改正され、インスペクシ

ョンの部分が重要事項説明の対象になるという改

正がなされ、施行に向けて講習制度を創設したと

いう流れになっています。 

この後、インスペクションガイドラインの概要

をご説明した後、宅建業法の内容について説明し、

瑕疵担保履行法、瑕疵保険の関係をご紹介します。 

インスペクションは、法律上規制をされてやる

業態ではないため、各民間会社の創意工夫で、さ

まざまなサービスが提供されていて、料金もいろ

いろ違いますし、検査のやり方も違います。検査

に当たる方の技術力もそれぞれバラバラという状

況がありました。 

ガイドラインで共通の検査をするのが望ましい

項目など標準的なものを示す対象としては、住宅

の現況を調査する一義的なインスペクションをガ

イドラインの対象として整理したところです。 

この他にも、実際にリフォームを行う場合に、

どの範囲をリフォームしようかという二次的なイ

ンスペクションや、省エネ性能、バリアフリー性

能を満たす改修がしっかりやれているかという性

能向上の度合いを測るインスペクションなども提

供されていますが、基礎的なインスペクションで

ある現況検査について、ガイドラインをまとめま

した。 

18 ページが、ガイドラインの概要です。インス

ペクションに対して共通の認識をつくって、普及

を進めるという観点で、インスペクションが適正

なものになるように誘導しようということを目指

してガイドラインをまとめています。検査項目と

しては、構造耐力上の安全性に支障がないか、雨

漏り、水漏れがないか、配管設備を使うに当たっ

て支障がないかを共通的に検査すべきであるとい

うことを記載しています。検査方法も、破壊検査

になると、住宅の所有者の同意を取ったり、かな

り煩雑な手続きになるため、原則、インスペクシ

ョンを普及させていくという観点から、非破壊検

査でやるということを原則としています。検査人

も、一定の資格があるだけではなく、講習をしっ

かり受けるとか、実務経験を積むといったことで、

技術力を確保していく必要があるのではないかと

いうこと、技術力について消費者に情報を開示す

べきであることなどを盛り込んでいます。手順は、

当然しっかり契約を結んで調査に入るので、契約

に当たって留意すべき事項や、実際に検査をする

場合に記録を取って、書面で報告するといった点

に関して、留意事項を掲げています。業務実施上

の遵守事項について、関係法令を守るというのは

当然ですが、客観性や中立性を確保する観点から、

自らが売主となる住宅についてインスペクション

業務はしないことが適当であることなどを記載し

ています。 

19ページと 20ページで、実際にインスペクショ

ンを行うに当たって、共通的に検査の対象とすべ

き項目を掲げています。こちらは構造耐力上の安

全性に問題がある可能性が高いもの以下、①から

③まで掲げていますが、具体的な数字のあるもの、

ないものがありますが、例えば床、壁、柱につい

ては、1000分の 6以上の傾斜が生じている状態が

あるかを検査し、基礎については幅 0.5ミリ以上、

深さが 20ミリ以上の欠損が生じているかを見よう

ということや、雨漏り、水漏れの関係では、屋根

葺材や外壁材が、雨漏りが生じてしまうひび割れ、

ずれがないか、それぞれの項目について、劣化事

象があるかを検査すべきというものを、掲げてい

ます。 

次の 20ページは、共同住宅についても、専有部

分と専有部分以外に分けて、必要な検査項目を掲

げています。以上がインスペクションガイドライ

ンの概要です。 

21 ページ以降で、宅建業法の改正に関するイン

スペクション部分について説明します。 
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22 ページでは宅建業法に基づくインスペクショ

ンはどういうものかまとめています。宅建業法に

基づく建物状況調査、インスペクションは、①既

存住宅状況調査技術者講習を修了した建築士が実

施したものであること、②既存住宅状況調査方法

基準に従って実施したものであることということ

で、①で実施の主体を限定し、②で実施の方法を

規定しています。この両方を満たすものが、宅建

業法に基づく建物状況調査と整理をしています。 

注意点を幾つか掲げていますが、1 点目の※で、

報酬を受けて建物状況調査を行う場合は、建築士

法に基づいて、事務所について登録を受けなけれ

ばならないとされていますので、宅建業法に基づ

く建物状況調査を行う場合には、事務所登録が必

須だということに留意をいただければと思います。

実際の建物状況調査が行える範囲は、一級建築士、

二級建築士、それぞれ設計ができる建物に制限が

ありますので、その範囲に応じて調査を行うとい

う整理をしています。調査結果の客観性を確保す

るという観点から、同意があれば別ですが、同意

がない場合については、宅建業者は、自らが媒介

を行う既存住宅について調査の実施主体になるの

は適当ではないという整理をしています。 

23 ページ以降で、実際の講習の内容と調査方法

基準の内容を、簡単にご説明します。建物状況調

査、宅建業法に基づくものを行うには、講習を受

けたものでなければならないということに対応し

た講習制度です。平成 29年 2月に講習に関する制

度を作り、昨年 5月から講習が実施されています。

これまで約 2万 2000人の方が講習を修了されてお

り、年度内には 2万 5000人に届くのではないかと

考えており、十分建物状況調査が実施されるため

の体制が整いつつあると考えています。具体的に

講習については、講習機関という国土交通省の登

録を受けた機関が実施をすることになります。講

習機関で講習を実施し、修了証を出していただき

ますが、講習機関のホームページで、技術者の情

報の公表なども求めています。 

24 ページになりますが、実際に登録を受けた講

習機関が五つあります。この五つの講習機関で、

年間を通じて全国の各ブロックで、講習が随時実

施されています。 

25 ページは、既存住宅状況調査方法基準の概要

で、宅建業法に基づく建物状況調査は、この基準

に沿ってやるという整理をしています。既存住宅

状況調査の結果を活用して、瑕疵保険に加入でき

るようにするため、瑕疵保険の検査基準と調和を

図ったものとしています。調査方法の基準として

は、構造耐力上主要な部分、雨水の浸入を防止す

る部分の調査、耐震性に関する書類の確認を行う

ことを、基準として位置付けています。 

具体的な内容は、26ページと 27ページで掲げて

います。こちらは、保険の検査の基準などと合わ

せるため、木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造と

いう形で、構造ごとに整理していますが、実際に

どういう劣化事象を見るかというのは、インスペ

クションガイドラインで掲げたものと共通すると

ころが多いです。 

1点、インスペクションガイドラインでは明示し

ていませんでしたが、耐震性に関する書類の確認

ということで、新耐震基準に合っているかどうか

を、書類で確認するということも、基準として盛

り込んでいるところです。 

28 ページ、こちらは住宅瑕疵担保履行法の概要

で、今まで宅建業法のインスペクションの概要に

ついて説明をしましたが、インスペクションの結

果を活用できる制度を、幾つかご紹介します。 

まず瑕疵担保履行法の概要から説明しますと、

2007 年頃ですが、構造計算書の偽装問題が明らか

になり、以前に住宅品質確保法で、瑕疵担保責任

を 10年間課したわけですが、事業者が倒産などし

てしまうと、その瑕疵担保責任が全うされないた

め、資力を確保することが重要だということが明

らかになりましたので、資力確保措置を義務付け

ました。保証金を供託するか、保険に加入するか、

選択制で、どちらかを選ぶ形になっています。大

体新築住宅の半分は保険に加入している状況です。

大手のハウスメーカーは大体供託を選んでいまし

て、事業者ベースでいうと、事業者の数の 99パー

セントが保険を選択している状況になっています。 

この保険を支える体制として、実際に保険を引

き受ける主体を整備していまして、現在、五つの

法人が指定されています。この保険法人は、保険

の加入に当たって現場検査をしっかり行って、保

険を引き受けるかどうかを判断するという形にな

っています。現場検査を行う理由としては、モラ

ルハザードを防ぐ観点から、保険に入っているか

ら不具合があってもいいということを防ぐため、

現場検査を導入しています。現場検査を行うには、

建築、住宅に関する知識が要りますので、通常の
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損害保険会社ではなかなか提供できるサービスで

はないため、国土交通大臣が監督する仕組みを構

築しています。 

次にインスペクションが制度の前提となってい

る、幾つかの保険のタイプをご紹介します。既存

住宅売買瑕疵保険はさまざまなタイプがあります

が、30 ページは、消費者が、宅建業者以外の個人

と売買をする場合に入る保険です。こちらは、保

険法人の登録を受けた検査事業者が検査をして、

その結果を踏まえて保険に加入できるもので、検

査事業者が保証を提供するという形になっていま

す。実際に瑕疵が発生した場合は、修補費用など

を出して修補したりするわけですが、その支払っ

た修補費用について、検査事業者に対して保険法

人が保険金を支払うという仕組みになっています。

事業者が倒産した場合は、直接買主に保証ができ

る、保険金が支払われるという仕組みになってい

ます。修補費用自体は、構造耐力上主要な部分と、

雨水の浸入を防止する部分について瑕疵があった

場合、そこを修補するための費用が保険金の対象

となるというものです。保険期間は、商品によっ

て異なりますが、5年のものもありますし、保険の

金額も、これも商品によって異なりますが、500万、

1000 万といった保険金が支払われるものがありま

す。保険料は、戸建てで 5 万円程度が一般的にな

っています。 

ほぼ同様の仕組みですが、31 ページは仲介事業

者が保険に入るというパターンです。仲介事業者

が、先ほど検査事業者とあったところが、仲介事

業者に変わって、仲介される方が保証を提供して、

保険金の受け取りの被保険者になるというスキー

ムです。 

32 ページが、こちらは個人間ではなくて、個人

が宅建業者から建物を買う場合の保険です。こち

らは宅建業者が保険金の受取り主体になるという

形で、買取再販の場合をイメージした保険です。

先の二つのタイプと若干異なるのは、宅建業者に

対しては保険金を支払う率、填補率は 80パーセン

ト、修補費用の 80パーセントまで支払いますとい

うことで、こちらもモラルハザードを防ぐ観点か

ら、宅建業者は 80パーセントとなっています。そ

れ以外、買主や、先ほどの検査事業者、仲介事業

者に対しては、100パーセント払うという形で制度

が設計されているところです。 

これらの既存住宅売買瑕疵保険の販売の推移を

見てみますと、グラフでまとめておりますが、右

肩上がりで、徐々ですが、増えてきているという

状況です。平成 28年度を見ていただきますと、青

色の部分、宅建業者が保険に入るタイプについて

は、9000 を超える数になっておりまして、赤の個

人間の取引の保険に比べると、かなり大きな割合

を占めています。合計で 1万件を、平成 28年度に

突破いたしまして、全体の既存住宅の流通量に占

める保険に入った方の割合を出してみますと、6.4

パーセントということで、徐々に伸びてきており

ますが、2025年に 20パーセントという目標を掲げ

ておりますので、引き続きこういった保険の普及

に努めていきたいと考えています。 

既存住宅売買瑕疵保険、インスペクションが前

提となった保険ですが、もう一つ、インスペクシ

ョンが前提となった制度として、「安心 R住宅」と

いうものを、昨年 12月から制度の施行を始めてお

ります。こちらは、いわゆる中古住宅で、汚いと

か、よく分からない、不安だといったような、消

費者にとってマイナスのイメージがありますので、

そういったイメージが払拭できるような、安心し

て選択できる住宅を提供しようということで創設

した制度です。耐震性があって、インスペクショ

ンが行われた住宅で、かつ必要な情報が提供され

ている既存の住宅について、国が定めたロゴマー

クを使えるというスキームでして、昨年 12 月に、

制度を開始しまして、現在安心 R 住宅のロゴマー

クを管理する団体の登録の審査を順次行っている

ところです。今年の 4 月には、実際にロゴマーク

が使える形にしておりまして、この普及を図って

いきたいと思っています。 

35ページで、安心 R住宅のロゴマークを大きく

描いておりますが、安心 R 住宅の R というのは、

Reuse、Reform、Renovationということで、Rとさ

せていただいています。 

36ページになりますが、安心 R住宅ということ

で、①から③が安心 R 住宅の要件になります。①

で、基礎的な品質があり安心という要件を定めて

います。こちらの要件は、まず新耐震基準などに

適合して、耐震性があるということ。二つ目にイ

ンスペクションが登場します。インスペクション

をした結果、ここでは瑕疵保険の検査基準に適合

とありますが、不具合事象がないといったことが

確認された住宅が、安心 R 住宅の要件になってい

ます。 
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損害保険会社ではなかなか提供できるサービスで

はないため、国土交通大臣が監督する仕組みを構

築しています。 

次にインスペクションが制度の前提となってい

る、幾つかの保険のタイプをご紹介します。既存

住宅売買瑕疵保険はさまざまなタイプがあります

が、30 ページは、消費者が、宅建業者以外の個人

と売買をする場合に入る保険です。こちらは、保

険法人の登録を受けた検査事業者が検査をして、

その結果を踏まえて保険に加入できるもので、検

査事業者が保証を提供するという形になっていま

す。実際に瑕疵が発生した場合は、修補費用など

を出して修補したりするわけですが、その支払っ

た修補費用について、検査事業者に対して保険法

人が保険金を支払うという仕組みになっています。

事業者が倒産した場合は、直接買主に保証ができ

る、保険金が支払われるという仕組みになってい

ます。修補費用自体は、構造耐力上主要な部分と、

雨水の浸入を防止する部分について瑕疵があった

場合、そこを修補するための費用が保険金の対象

となるというものです。保険期間は、商品によっ

て異なりますが、5年のものもありますし、保険の

金額も、これも商品によって異なりますが、500万、

1000 万といった保険金が支払われるものがありま

す。保険料は、戸建てで 5 万円程度が一般的にな

っています。 

ほぼ同様の仕組みですが、31 ページは仲介事業

者が保険に入るというパターンです。仲介事業者

が、先ほど検査事業者とあったところが、仲介事

業者に変わって、仲介される方が保証を提供して、

保険金の受け取りの被保険者になるというスキー

ムです。 

32 ページが、こちらは個人間ではなくて、個人

が宅建業者から建物を買う場合の保険です。こち

らは宅建業者が保険金の受取り主体になるという

形で、買取再販の場合をイメージした保険です。

先の二つのタイプと若干異なるのは、宅建業者に

対しては保険金を支払う率、填補率は 80パーセン

ト、修補費用の 80パーセントまで支払いますとい

うことで、こちらもモラルハザードを防ぐ観点か

ら、宅建業者は 80パーセントとなっています。そ

れ以外、買主や、先ほどの検査事業者、仲介事業

者に対しては、100パーセント払うという形で制度

が設計されているところです。 

これらの既存住宅売買瑕疵保険の販売の推移を

見てみますと、グラフでまとめておりますが、右

肩上がりで、徐々ですが、増えてきているという

状況です。平成 28年度を見ていただきますと、青

色の部分、宅建業者が保険に入るタイプについて

は、9000 を超える数になっておりまして、赤の個

人間の取引の保険に比べると、かなり大きな割合

を占めています。合計で 1万件を、平成 28年度に

突破いたしまして、全体の既存住宅の流通量に占

める保険に入った方の割合を出してみますと、6.4

パーセントということで、徐々に伸びてきており

ますが、2025年に 20パーセントという目標を掲げ

ておりますので、引き続きこういった保険の普及

に努めていきたいと考えています。 

既存住宅売買瑕疵保険、インスペクションが前

提となった保険ですが、もう一つ、インスペクシ

ョンが前提となった制度として、「安心 R住宅」と

いうものを、昨年 12月から制度の施行を始めてお

ります。こちらは、いわゆる中古住宅で、汚いと

か、よく分からない、不安だといったような、消

費者にとってマイナスのイメージがありますので、

そういったイメージが払拭できるような、安心し

て選択できる住宅を提供しようということで創設

した制度です。耐震性があって、インスペクショ

ンが行われた住宅で、かつ必要な情報が提供され

ている既存の住宅について、国が定めたロゴマー

クを使えるというスキームでして、昨年 12 月に、

制度を開始しまして、現在安心 R 住宅のロゴマー

クを管理する団体の登録の審査を順次行っている

ところです。今年の 4 月には、実際にロゴマーク

が使える形にしておりまして、この普及を図って

いきたいと思っています。 

35ページで、安心 R住宅のロゴマークを大きく

描いておりますが、安心 R 住宅の R というのは、

Reuse、Reform、Renovationということで、Rとさ

せていただいています。 

36ページになりますが、安心 R住宅ということ

で、①から③が安心 R 住宅の要件になります。①

で、基礎的な品質があり安心という要件を定めて

います。こちらの要件は、まず新耐震基準などに

適合して、耐震性があるということ。二つ目にイ

ンスペクションが登場します。インスペクション

をした結果、ここでは瑕疵保険の検査基準に適合

とありますが、不具合事象がないといったことが

確認された住宅が、安心 R 住宅の要件になってい

ます。 

 

二つ目が、リフォーム工事が実施されていてき

れいということで、実際にリフォームが既にされ

て、汚いというイメージは払しょくされているか、

リフォームがまだされていなくても、実際にリフ

ォームをしたらきれいになるといったことについ

て、コストも含めて提案がなされている、さらに

は目で見て分かるように、必要な写真も見られる

ような形になっているという要件を定めています。 

三つ目が、情報が開示されていて分かりやすい

ということで、点検の記録など、どういった記録

があるのかというものを、広告の時点で示して、

さらにある情報については、照会があればそれを

説明できることが確保された住宅、これらの要件

を満たすものを安心 R 住宅として、ロゴマークが

使えるというスキームにしています。 

37ページは、安心 R住宅の要件を文章で書いた

ものですので、またお時間のあるときにお読みい

ただければと思います。 

38ページ、安心 R住宅の制度がどのように運営

されていくのかというスキームをまとめたもので

す。国は安心 R住宅の標章、ロゴマークを定めて、

どういった住宅が安心 R 住宅と呼べるのかという

要件を決めます。その決まりに基づいて、事業者

団体が申請を国に対してしまして、安心 R 住宅の

標章を管理できるか、事業者に対する指導体制が

十分かという審査をして、登録を事業者団体が受

けます。登録を受けた事業者団体は、団体に所属

している構成員の各事業者に、どういった指導を

するのか、研修などの体制をしっかり構築してい

ただいた上で、事業者が安心 R 住宅の要件に合っ

ているかどうか判断して、要件に合ったものにだ

け、広告にロゴマークを使えるという仕組みにし

ています。 

安心 R 住宅、われわれとしては消費者が安心し

て買える住宅にしたいと思っておりまして、予算

面からも応援をしていきたいと思っています。39

ページ、住宅ストック維持・向上促進事業という

事業を、私ども所管をしていまして、こちらの事

業自体は、住宅の質の向上の取り組み、それを評

価する取り組み、それを流通に乗せる取り組み、

それを金融面から支える仕組み、こういったもの

をバラバラではなく、関係者が一堂に会して、全

体として良いスキームが構築される取り組みに対

して支援をする事業ですが、安心 R 住宅の場合も

支援の対象とするという形を取らせていただいて

います。 

(2)試行に係る費用とありますが、インスペクシ

ョンの実施などについても、支援の対象となって

いまして、戸当たり 100 万円が上限ですが、支援

の対象としています。30 年度の予算案にも盛り込

んでいますので、予算が成立すれば、支援を継続

していきたいと思っています。 

もう一つ、こちらも予算による支援ですが、長

期優良住宅化リフォーム推進事業というものも、

私どもで所管しています。こちらは長期優良住宅

をリフォームで実現していくリフォームに対して、

戸当たり 100 万円を上限に支援をしている制度で

すが、安心 R 住宅の団体登録を受けた事業者団体

のリフォームについては、通常は一軒一軒、個別

のリフォームを行った際に審査をして補助するス

キームですが、事前に団体から申請を受けて、こ

の団体が提供する住宅は安心 R 住宅の要件を満た

しているということを前提に、事前採択の対象に

したいと考えています。これは平成 30 年度から、

予算が成立すれば、対象にしていきたいと思って

います。 

今、安心 R 住宅の団体の登録作業を進めており

まして、昨年の 12月末時点で、1団体登録させて

いただきました。スムストック、優良ストック住

宅推進協議会を登録しています。今週、来週中に

はもう 1 団体、登録できるのではないかと考えて

おります。その他、不動産流通関係の団体とも、

随時ご相談させていただいていますので、4月まで

にはもう少し登録団体は増えてくるのではないか

と思っています。 

以上、まとまりが悪い説明で恐縮ですが、私か

らの説明は以上です。ご清聴、どうもありがとう

ございました。 

 

（本稿は、平成 30年 1月 18日（木）に開催され

た特別講演会の講演録を収録したものである。） 

 


